









A Note on the Labor Productivity
in Japan
村　田　　　治 　
The purpose of this paper is to take a general view of labor
productivity in Japan. To do so, we survey previous empirical researches
on labor productivity in Japan. Furthermore, we investigate labor
productivity from the view of production function. In the view of
production function, the growth rate of labor productivity is divided
into the rate of change in capital-labor ratio and the TFP growth
rate. Particularly, the TFP growth rate is a®ected by intangible assets
which are composed of computerized information, innovative property
and economic competencies. Therefore, we give an overview of how
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第 4 図　各国の時間当たり労働生産性（2016 年）

















































































































































































































Y = AK®L1¡® (1)
ここで、Y は GDP、あるいは生産量、Aは TFP、K は資本ストック、Lは
労働投入量、®は資本分配率である6)。ここで、両辺を Lで割ると、時間当た
りの労働生産性














6) 労働投入量 L は人数×時間で測られている。
7) 亀田（2009、pp.18-19）等においても、労働生産性の上昇が TFP の上昇と資本装備率の上昇
に分解できることに言及されている。
8) 中嶋・西崎・久光（2016）は、米国、英国、ユーロエリア等の先進国の労働生産性上昇率を資本




































経済学論究第 72 巻第 3 号
装備率の変化率は TFP成長率に等しくなる10)。これを見るために、経済が均
斉成長経路にあり、GDPと資本ストックの成長率が等しくなり、
¢Y=Y = ¢K=K (5)
が成立しているとしよう。この場合、(5)式を (4)式に代入し整理すると、
¢(K=L)=(K=L) = (¢A=A)=(1¡ ®) (6)
となり、資本装備率の変化率は TFP上昇率に依存することになる。さらに、
上式を (3)式に代入すると















































13) ここでいう中小企業とは、中小企業基本法第 2 条第 1 項の規定に基づく「中小企業者」を指し
ている。













































































































































































規模事業所に対する比率は、1983年の 3.24倍から 2007年の 5.98倍まで上昇
し、リーマンショックによって 2016年には 4.58倍まで低下している。同様
に、非製造業についても大企業の資本装備率の小規模事業所に対する比率は、
1983年の 3.12倍から 1996年の 5.25倍まで上昇し、アジア通貨危機以後低下
16) この他、商工総合研究所（2012）等を参照されたい。
17) ここで、小規模企業とは中小企業基本法第 2 条同条第 5 項の規定に基づく「小規模企業者」を
いい、中規模企業とは「小規模企業者」以外の「中小企業者」をいう。
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log(Y=L) = logA+ ® log(K=L) (8)
を得、これより、労働生産性の対数値と資本装備率の対数値が線型関係にある
ことがわかる。この関係を製造業と非製造業に分けて企業規模別に見たのが第

























































































































































































28) 深尾・池内・滝澤（2018、図 3）によると、対米比率で宿泊・飲食サービス産業が 38.5%、卸
売・小売業が 40.6%、物品賃貸・事業サービスが 42.8%とワースト 3 になっている。
29) 加藤（2007、pp.3-4）参照。
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31) 1991 年～2016 年の大企業、中規模企業の時系列データを用いている。
32) 製造業の労働生産性が 6.7 未満のサンプルは 3 つであり、逆に非製造業で 6.7 以上のサンプル
も 3 つしかない。
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33) 第 19 図と第 20 図ともに 1991 年～2016 年の時系列データをプロットしたものであるため、
資本装備率や労働生産性の時間的経過を見ることができる。
34) 具体的には、大企業の労働生産性は資本装備率がピーク時である 1999 年の 6.64 から 2016 年
には 6.74 まで上昇している。中規模企業についても、労働生産性は資本装備率がピーク時であ
る 2000 年の 6.37 から 2016 年には 6.45 まで上昇している。
35) 非正規雇用比率は、森川（2016、pp.19-20）においては、製造業 26.3%に対して、宿泊・飲食
サービス産業 73.3%、生活関連サービス産業・娯楽業 57.0%、卸・小売業 50.0%等の報告が
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次に、製造業と非製造業に分けて TFP成長率の 1990年以降の動きを 5年
38) また、(7) 式で示されているように、均斉成長経路では労働生産性成長率と TFP 成長率は等し
くなる。
39) 森川（2016、p.18）参照。
40) 実際、両者の間の相関係数は 0.89 と極めて高い値となっている。
41) 実際、労働生産性成長率と TFP 成長率の相関係数は 0.843 と大きな値となっている。
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出典：OECD Stat. 2018 より筆者が作成












































42) 深尾（2010、pp.6-7）においても、非製造業の TFP 成長率が一貫して低い点が指摘されてい
る。この他、権・金・深尾（2008）等を参照されたい。
43) 第 27 図は、2010～2012 年のデータに基づいて描かれている。
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出典：OECD Stat. 2018、通商白書 2017 年版より筆者が作成
第 26 図からわかるように、米国とドイツは無形資産投資対 GDP 比率が
1995年以降上昇しているのに対し、日本は低下し続けている。その結果、2005














































46) Fukao Miyagawa Mukai and Shinoda（2009、p.723）参照。
47) 宮川・枝村・尾崎・金・滝澤・外木・原田（2015、図 6）参照のこと。
48) 滝澤・外木・宮川（2017）においては、研究開発投資とトービンの q との間の正の相関関係が
論じられている。
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はじめに、わが国の研究開発費の現状を見るために、わが国の研究開発費対
GDP比率の推移と国際比較を見たのが第 28図と第 29図である。第 28図と
第 29図から、研究開発費の対 GDP比率は 2000年代に入ってから 3.5%程度
で推移し49)、また、わが国の研究開発費の水準は他の先進国に比較して高い水
準にあることが分かる50)。






















49) 2001 年～2016 年の平均値は 3.45%と求まる。
50) 元橋（2009、p.257）においても同様の指摘がなされている。




第 29 図　先進国の研究開発費の対 GDP 比率（2014 年実績）



























52) 実際、研究開発費伸び率は 1982 年～1990 年の平均で 9.11%、1991 年～2000 年の平均で
2.25%、2001 年～2016 年の平均で 0.82%となっている。
53) TFP 成長率は 1982 年～1990 年の平均で 1.89%、1991 年～2000 年の平均で 0.61%、2001
年～2016 年の平均で 0.88%となっている。
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を図示したのが第 31図と第 32図である。第 31図と第 32図から明らかなよ
うに、日本と米国の ICT投資と ICT資本ストックの対 GDP比率はほとんど
同じような値で推移している58)。
次に、日本と米国の TFP成長率と ICT資本の寄与度を図示したのが第 33









58) ICT 資本ストック対 GDP 比率では、1994 年～2015 年の平均では日本が米国を 1.5%ポイ
ント上回っている。
59) 実際、米国の TFP 成長率と ICT 資本寄与度の相関係数は 0.92 であり極めて高い値となって
いるが、日本についての両者の相関係数は ¡0.23 と負の相関となっている。
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出典：情報通信白書 2018 年版のデータより筆者が作成
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出典：情報通信白書 2018 年版のデータより筆者が作成




















経済学論究第 72 巻第 3 号
重要となる企業特殊人的資本と組織改編投資について見ていく61)。
企業特殊人的資本と ICT投資との補完関係に言及した研究としては、Mo-



















61) 権・金・牧野（2012）においては、計画的 OJT や O®-JT が労働生産性の向上に有効である
ことが示され、企業特殊人的資本の役割が重要であることが指摘されている。
62) Bloom et al（2012）は、米国の IT 企業の生産性の優位性は人的資源管理に求められること
を明かにしている。



































70) 米国やドイツでも 2000 年代に入り若干減少しているが、日本は 1995-2000 年の値の 5 分の
1 まで落ち込んでいる。
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2005-2010年の 1.57%に約 3分の一に落ち込んでいる。これに対して、米国や
ドイツはそれぞれ 11%台、14%台を維持しており僅かな減少に留まっている。
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72) より正確には、両者は相関係数 ¡0.23 の負の相関関係がある。
73) TFP 成長率と ICT 資本寄与度の関係を図示した第 35 図に合わせて、第 38 図では期間を
1996-2000 年、2000-2005 年、2006-2010 年、2011-2015 年に分けて描いている。また、TFP
指数は 2010 年を 100 としている。
74) 実際、両者の相関係数は ¡0.256 と負の相関関係がある。
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